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今後の経済財政諮問会議の取組について 


平成 25年 7月 30日 


伊藤 元重 


小林 喜光 


佐々木 則夫 


高 橋  進 


 


１． 日本経済の将来を決めるこれからの３年間に向けて 


 


安定的な政策運営の可能性が高く予想されるこれからの 3年間は、日本経済の再生に


とって、極めて重要な期間である。この間に、骨太方針実現の仕組みづくりや改革を進め、


デフレから脱却し、民需主導の持続的成長を実現する環境整備と財政健全化を着実に推


進する必要がある。また、「目指すべき経済社会の姿」の実現に向けて、持続可能な社会


保障と財政の実現に向けた工程の明確化、イノベーションを生み出し最適な資源配分を実


現する経済社会の仕組みづくり、海外のリスク要因等に対しても柔軟に対応できる市場経


済システムの構築、に具体的に取り組む必要がある。 


このため、経済財政諮問会議では、今後、以下に掲げる議論を通じて、骨太方針に掲げ


た政策課題の具体化を進めるべきである。 


また、これまで以上に総理のリーダーシップが効率的・効果的に発揮されるよう、政府の


ガバナンスの在り方を変え、困難な課題に突破力をもって対応すべきである。経済財政諮


問会議は、その時々の課題に的確に応える政策分析やエビデンスに基づく政策提言、定


量的な将来展望の提示等に基づく議論が進められるよう、その体制を強化するとともに、


関係会議等とのより効果的な連携強化等を通じて、経済財政政策の司令塔としての役割


をしっかり果たしていくべきである。 


 


２．平成２５年後半の経済財政諮問会議の課題 


 


（１）骨太方針に掲げられた「三つの好循環」の起動・推進 


  


① マクロ経済環境の好転と成長戦略の推進 


 


 デフレからの脱却に向けて、金融政策に関する集中審議を通じた、金融政策を含むマ


クロ経済財政運営の状況、物価の現状と見通し、雇用情勢を含む経済・財政状況、経


済構造改革の取組状況等についての検証 


 マクロとミクロの好循環をもたらす仕組みの検討、分析（イノベーション、生産要素の移


動、対内直接投資等を例に、ベンチマークし定量化、また、家計類型・企業類型別にア


ベノミクス等の影響を分析） 


 海外におけるバブル崩壊等のリスク要因の注視と備え(新興国経済) 
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② 持続的成長の実現に向けた好循環の形成 


 


 来年度の経済情勢やリスクを踏まえた上での経済財政運営の具体的検討 


 持続的成長の実現に向けた中長期的な税制改革の在り方の検討・経済効果の定量


的分析 


 好循環形成に不可欠な雇用の拡大、賃金上昇等に向けた政府、経営者、労働者がそ


れぞれの役割を果たしつつ、情報交換を率直に行い、連携する取組の推進 


 


③ 経済再生と財政健全化の両立 


 


 財政健全化に向けた議論の推進、予算編成の基本方針の策定 


・ 給付と負担の在り方の検討、その下での定量的分析を通じた、社会保障の重点


化・効率化の具体策・システムづくり 


・ 中長期的に財政健全化を着実に進めるためのルールの在り方 


・ 国と地方、官と民の役割分担の明確化・再構築に向けた具体的検討 


・ 各分野の歳出改革 


 税制抜本改革法附則第 18条に基づく消費税引上げに関する経済状況等の総合的な


勘案に向けた必要な検討 


 財政の質の改善に向けた実効性あるＰＤＣＡの実行、トップダウン型の PDCA、執行主


体・責任権限の明確化等の仕組みの検討（米国 OMB、スコアリング、スコアキーピン


グ等との比較検討も含め） 


 頑張るものが報われる仕組みの具体化(地域、民間企業、高齢者等、財政制度等) 


 


（２） 効率的な政府に向けたガバナンスの在り方の検討 


 


 総理のリーダーシップ発揮に向けた司令塔機能の強化 


・ 諮問会議と関係会議の連携強化 


  ・ 中長期の経済財政政策の方針と各分野の中長期の政策との連携・体系の見直し等 


 規制改革や財政健全化、少子高齢化への対応等を着実に推進するためのメカニズム


（規範作り、体制等）の検討 


 


（３） 「目指すべき経済社会の姿」の実現に向けた道筋・政策 


 


 目指すべき市場経済システムに関する専門調査会のとりまとめと世界への発信 


 骨太方針に掲げられた「目指すべき姿」の具体化・定量化、道筋の検討。その際、（超）


長期に日本及び世界にとって大きな制約となる可能性のある課題（人口構造、資源・


エネルギー等）について評価・検討 








 


 


経済財政諮問会議（平成 25 年第 16 回）議事次第 


 


平成 25 年７月 30 日（火） 


16 時 30 分～17 時 30 分 


官 邸 ４ 階 大 会 議 室  


 


１． 開 会 


 


２． 議 事 


（１） 金融政策、物価等に関する集中審議（第３回） 


（２） 「予算の全体像」について 


（３） 今後の経済財政諮問会議の取組について 


 


３． 閉 会 
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（図表　１）


（資料） 日本銀行


マネタリーベースと長期国債買入れの拡大
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（図表　２）


（１）株価


（２）日米独の長期金利


（３）銀行貸出


（注） （３）の銀行貸出は、都銀等、地方銀行、地方銀行Ⅱの合計。
（資料） Bloomberg、日本銀行


金融市場と貸出の動向
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（図表　３）


（１）業況判断


（２）設備投資


（３）雇用人員判断


（資料） 日本銀行、経済産業省


企業部門の動向
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（図表　４）


（１）消費者態度指数


（２）景況感（生活意識に関するアンケート調査）


（３）個人消費


（注） （３）の消費総合指数（実質）の13/2Qは、4～5月の値。
（資料） 内閣府、日本銀行


家計部門の動向
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（図表　５）


（１）消費者物価指数


（２）販売価格判断


（３）市場参加者の予想物価上昇率（物価連動国債のＢＥＩ）


（資料） 総務省、日本銀行、Bloomberg
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展望レポート中間評価（2013 年７月） 


  


 2013～2015年度の中心的な見通し  


【景気】国内需要の底堅さと海外経済の持ち直しを背景に、緩やかに回復し


ていく。基調的には潜在成長率を上回る成長が続く。 


【物価】消費者物価の前年比は、マクロ的な需給バランスの改善や中長期的


な予想物価上昇率の高まりなどを反映して上昇傾向をたどり、見通


し期間の後半にかけて、「物価安定の目標」である２％程度に達す


る可能性が高い。 


 ４月の「展望レポート」で示した見通しと比べると、内需はやや強め、外需はやや弱め


と内外需のバランスは若干変化しているが、実質ＧＤＰ成長率、消費者物価ともに概ね


見通しに沿って推移。 


▽ 政策委員見通しの中央値（対前年度比、％） 


 


実質ＧＤＰ 
消費者物価指数 


（除く生鮮食品） 


  


消費税率引き上げの影
響を除くケース 


 2013年度 ＋2.8 ＋0.6 
  


 （４月の見通し） ＋2.9 ＋0.7 


 2014年度 ＋1.3 ＋3.3 ＋1.3 


 （４月の見通し） ＋1.4 ＋3.4 ＋1.4 


 
2015年度 ＋1.5 ＋2.6 ＋1.9 


 （４月の見通し） ＋1.6 ＋2.6 ＋1.9 


 見通しの上振れ・下振れ要因  


【景気】 ① 国際金融資本市場 


② 海外経済 


③ 企業や家計の中長期的な成長期待 


④ 消費税率引き上げに伴う駆け込み需要とその反動の規模 


⑤ 財政の中長期的な持続可能性 


【物価】 ① 企業や家計の中長期的な予想物価上昇率 


② マクロ的な需給バランスに対する物価の感応度 


③ 輸入物価の動向 


（図表 ６） 
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（参　考）


（１）エコノミストの予想物価上昇率 （２）市場参加者の予想物価上昇率


（３）家計の予想物価上昇率


（注）1. （１）の調査時点は、毎年6月および12月。直近は、13/6月調査。
消費税率引き上げの影響を除くベース。


2. （３）左は、修正カールソン・パーキン法により推計。右の予想物価上昇率は、総世帯データ
をベースに日本銀行が推計。詳細は「経済・物価情勢の展望」（2013年４月）図表41参照。


（資料） JCER、QUICK、日本銀行、内閣府
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平成25年７月30日 
内閣府 


デフレ脱却と経済再生に向けた進捗 


資料２ 







経済再生に向けた政府の取組 


経済財政運営と改革の基本方針 日本再興戦略 


政府は、６月14日、「経済財政運営と改革の基本方針」、「日本再興戦略」、「規制改革実施計画」を閣議決定。 
今後は、これらに盛り込まれた政策を前例のないスピードで実行していく。 


規制改革実施計画 


「再生の10年」に向けた今後の経済財政運営の基本戦略 


 
 


• ２％の物価上昇の下、それを上回る賃金上昇につなげることで、消
費の拡大を実現し、所得と支出、生産の好循環を形成 


 


• 名目ＧＤＰ成長率３％程度、実質ＧＤＰ成長率２％程度、2010年代後
半には、より高い成長 


 


• その下で、一人当たり名目国民総所得（名目ＧＮＩ）は中長期的に
３％を上回る伸び 


 


• 経済再生が財政健全化を促し、財政健全化の進展が経済再生の一
段の進展に寄与するという好循環を目指す 


 


• フローの目標（国・地方のプライマリーバランス） 
   2015年度まで：2010年度に比べ赤字の対ＧＤＰ比を半減 
   2020年度まで：黒字化 
 


• ストックの目標（債務残高） 
   プライマリーバランス黒字化後、債務残高の対ＧＤＰ比の安定的な 
   引下げ 
 


• 社会保障、社会資本整備、地方財政といった主要歳出分野の重点
化・効率化の考え方などを提示 


 


• 今後、これらを具体化する「中期財政計画」を策定するなど、財政健
全化目標への道筋を明確化 


経済再生と財政健全化の両立 


目指すマクロ経済の姿 


民間活力を引き出し、持続的成長を実現するための成長戦略 


 


産業の新陳代謝、雇用制度改革・人材力強化、科学技術イノベーション強
化、ＩＴ利活用促進、立地競争力強化、中小企業の革新など産業基盤を強化 


日本産業再興プラン 


 


「健康寿命」の延伸、クリーンなエネルギー需給、次世代インフラの構築、地
域資源で稼ぐ社会（農業等）など課題をバネに新たな市場を創造 


 


戦略的通商関係構築（ＴＰＰ、ＲＣＥＰ等）、海外市場の獲得（インフラ輸出、
クールジャパン等）、内なるグローバル化の促進（対内直投、グローバル人
材）など、拡大する国際市場を獲得 


戦略市場創造プラン 


国際展開戦略 


経済再生に資する規制改革を推進 


「エネルギー・環境」、「保育」、「健康・医療」、「雇用」、「創業等」を重点分
野とし、具体的改革事項を期限を定めて着実に実現。 
（実施計画に盛り込まれた事項の例） 
・再生可能エネルギーに係る規制の見直し、次世代自動車の世界最速普及 
・認可保育所への株式会社・ＮＰＯ法人等の参入拡大、保育士数の増加 
・再生医療に関するルールの整備、医療機器に係る規制改革、一般健康食品の機能性  
 表示を可能とする仕組みの整備 
・ジョブ型正社員の雇用ルールの整備、労働者派遣制度の見直し 
・老朽化マンションの建替え等の促進、ビッグデータ・ビジネスの普及 １ 







アベノミクスに関する対外情報発信及び今後の取組 


 金融街シティのギルドホールで、安倍首相の経済政策に関して講演。 


 メージャー元首相、ハント保健大臣はじめ、政界、財界、金融界、マスコミ等から総
勢約400名が出席。 


６月19日 安倍総理大臣の経済政策に関する講演（ロンドン） 


 西村内閣府副大臣による基調講演の後、伊藤元重東京大学教授、竹中平蔵慶應
義塾大学教授、現地財界人を交えてパネルディスカッションを開催。 


 金融機関、ファンドを中心に約300名が出席。 


７月10日 成長戦略等に関する講演会（香港） 


 西村内閣府副大臣、濱田内閣官房参与による基調講演の後、現地のエコノミスト等
を交えてパネルディスカッションを開催。 


 金融機関、ファンドを中心に約260名が出席。 


６月28日 成長戦略等に関する講演会（ニューヨーク） 


 西村内閣府副大臣、山田みずほ銀行常務執行役員による基調講演の後、現地の
シンクタンクを交えてパネルディスカッションを開催。 


 金融機関、ファンドを中心に約350名が出席。 


７月17日 成長戦略等に関する講演会（シンガポール） 


 麻生財務大臣が出席。コミュニケにおいて、「米国と日本では経済活動が強まる兆
しがある」と評価（There are signs of strengthening activity in the U.S. and Japan）。 


 安倍総理から、アベノミクスの取組と今後に向けての決意を説明。 


 各国からは、安倍総理の努力を歓迎する旨の発言や、１年前と比べて日本は特に
よくなっているといった発言があった。 


７月19～20日 Ｇ20会合（モスクワ） 


６月17～18日 Ｇ８サミット（英国、北アイルランド、ロック・アーン） 


 


 秋の臨時国会を「成長戦略実行国会」と位置付け、日本
再興戦略に盛り込んだ施策を迅速に実行していく。 
 
 産業競争力強化法案などを秋の臨時国会に提出 


 税制改正の議論を秋に前倒しし、設備投資減税、事業
再編税制などを検討 


 総合科学技術会議の司令塔機能強化のため、各府省
の予算要求の企画段階から、総合科学技術会議が予
算の重点配分等を主導するプロセスを導入 


 国家戦略特区については、この夏を目途に、国家戦略
特区諮問会議において、対象地域やプロジェクトの絞り
込みを行い、秋に正式決定後、特区ごとに設置する統
合推進本部において早急に事業を開始予定 


 その他、日本版ＮＩＨ、地方産業競争力協議会の立ち上
げなどに取り組む 


 規制改革については、規制改革実施計画を着実にフォ
ローアップしていくとともに、規制改革会議において、保
険診療と保険外診療の併用療養制度、社会福祉法人
と株式会社等がサービスの質を高めあう環境づくり、農
業に関する規制改革等を中心に検討を行う予定 


 


成長戦略等の今後の取組 


２ 


 シンガポール国立大学東南アジア研究所が主催する講演会（「シンガポール・レ
クチャー」）で、経済政策に関して講演。 


 ゴー・チョクトン名誉上級相、ターマン・シャンムガラトナム副首相兼財務相をは
じめ、政界、財界、金融界、マスコミ等から総勢1,000名以上が出席。 
 


７月26日 安倍総理大臣の経済政策に関する講演（シンガポール） 
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↑販売価格が上昇すると予想


↓販売価格が下落すると予想


（備考）１．１年後の物価上昇を予想する世帯の割合は、内閣府「消費動向調査」（一般世帯、原数値）により 
       作成。郵送調査への変更（2013年４月～）等のため、それ以前の訪問留置調査の数値と不連続。       
     ２．企業の販売価格の予想は、日本銀行「全国短期経済観測調査」により作成。 
              販売価格（全規模、全産業）の先行き（３ヶ月後まで）の変化について、 
       「上昇と回答した社数構成比（％）」－「下落と回答した社数構成比（％）」により算出。 
 


デフレ状況の緩和 
・消費者物価はこのところ横ばい。 
・主要都市で地価が上昇（高度利用地の過半数で上昇）。 


・家計の物価動向の見方、企業の販売価格の見方は、上昇 
  傾向にあり、デフレ予想の払拭に向けた動きがみられる。 


（１）消費者物価指数の動向 


（３）企業の販売価格の予想 


（２）１年後の物価上昇を予想する世帯の割合 


【参考】主要都市の高度利用地の地価動向 


(備考)１．総務省「消費者物価指数」より作成。 
   ２．国土交通省「主要都市の高度利用地地価動向報告」より作成。最新は、４月1日時点の調査。 


上昇地区が 
５割を超えた。 
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（2010年＝100） 


生鮮食品、石油製品 


その他特殊要因を除く総合 


（コアコア）（連鎖基準） 


６月 コアコア（連鎖）：前月比   0.0％ 


             前年比 ▲0.4％ 


   コア(固定)   ：前月比  0.3％ 


                前年比   0.4％    


生鮮食品を除く総合 
（コア）(固定基準） 







雇用や賃金にこのところ持ち直しの動き 


・雇用情勢は、厳しさが残るものの、改善している。 
・春闘の最終集計結果では、ベアの実施率等が上昇。 


（１）完全失業率と有効求人倍率の推移 


(備考)総務省「労働力調査」、厚生労働省「職業安定業務統計」により作成。季節調整値。シャドー部は景気後退期。 


 
 


 


・夏のボーナスは増加が見込まれている。 
・定期給与（所定内＋所定外）は持ち直しの動き。 


（備考）日本労働組合総連合「春季生活闘争」により作成。妥結した組合数のうち、定期昇給及びベアを実施した組合数の割合。 


賃金改定の動向（月収引上げ額） 


一時金の動向 


（備考）日本労働組合総連合「春季生活闘争」により作成。前年と同一組合で比較した平均賃金。 


（備考）日本労働組合総連合「春季生活闘争」により作成。組合員数による加重平均。 


全体 4,876 円 4,922 円 +46 円
組合員300人未満 3,629 円 3,653 円 +24 円


昨年との差2012年回答 2013年回答


月数 4.37 月 4.49 月 +0.12 月
金額 1,421,114 円 1,451,397 円 30,283 円


2012年回答 2013年回答 昨年との差


４ 


（４）定期給与(所定内＋所定外) 


（備考）１．厚生労働省「毎月勤労統計調査」により作成。季節調整値（３ヵ月移動平均）。 
    ２．一般労働者、パート別の値は内閣府により作成した季節調整値（３ヵ月移動平均）。  
 


（３）夏のボーナス 


(備考)  


１．日本経団連「2013年夏季賞与・一時金大手企業業種別妥結状況（第１回集計）」、日本経済新聞社「2013年夏のボーナス業種別回答・ 


 妥結状況（最終集計）」により作成。 


２．前年と同一企業による比較（加重平均値）。 


３．経団連調査は大手64社の回答を集計。日経新聞調査は上場企業と有力非上場企業の合計628社を集計。 


４．日経新聞調査の非製造業には、今夏賞与の支給を見送った一部の電力会社が含まれる。 
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「第二の矢」（２月成立の補正予算）の効果も地方に波及 


・有効求人倍率は全地域で上昇。公共工事請負金額は４月以降プラスに。 


有効求人倍率（季節調整値） 


(備考)１．公共工事請負金額は、東日本建設業保証株式会社他「公共工事前払金保証統計」、有効求人倍率は、厚生労働省「一般職業紹介状況」により作成。 
   ２．各ブロックの区分は内閣府「地域経済動向」の地域区分Ａとしている。具体的には次のとおり。北海道（北海道）、東北（青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、新潟県）、 
     北関東（茨城県、栃木県、群馬県、山梨県、長野県）、南関東（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県）、東海（静岡県、岐阜県、愛知県、三重県）、北陸（富山県、石川県、福井県）、 
     近畿（滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県）、中国（鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県）、四国（徳島県、香川県、愛媛県、高知県）、 
     九州（福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県）、沖縄（沖縄県） 
   ３．平成24年度補正予算は、平成25年２月26日に成立。 


矢印の起点は
2012年11月 


矢印の終点は
2013年６月 


公共工事請負金額 
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（備考） 
１．内閣府「国民経済計算」、日本経済研究センター「ＥＳＰフォーキャスト調査」（2013年７月11日公表、1-3月期２次ＱＥ後）により作成。 
２．実績部分は2013年1-3月期2次ＱＥの値（2013年6月10日公表）となっている。 
３．全41機関とも消費税率引上げを織り込んでいる。 
 


６ 


今後の経済動向（民間機関の見方 ７月調査） 


120


122


124


126


128


130


132


134


136


138


140


▲ 2.5 


▲ 2.0 


▲ 1.5 


▲ 1.0 


▲ 0.5 


0.0


0.5


1.0


1.5


2.0


4- 6 7- 9 10-12 1- 3 4- 6 7- 9 10-12 1- 3 4- 6 7- 9 10-12 1- 3


2012年度 
（平成24） 


2013年度 
（平成25） 


2014年度 
（平成26） 


41機関総平均 
高位８機関平均 


低位８機関平均 


実質ＧＤＰ実額（四半期） 
（41機関総平均・右目盛） 


▲0.7 
（年率▲2.7） 


▲2.0 
（年率▲7.6） 


▲1.4 
（年率▲5.4） 


0.5 
（年率2.1） 


0.5 
（年率2.2） 


0.6 
（年率2.4） 


0.6 
（年率2.6） 


▲0.1 
（年率▲0.6） 


0.0 
（年率0.2） 


▲0.1 
（年率▲0.3） 


0.7 
（年率3.0） 


0.8 
（年率3.2） 


0.9 
（年率3.6） 


1.1 
（年率4.4） 


0.3 
（年率1.2） 


0.4 
（年率1.5） 


0.4 
（年率1.5） 


1.1 
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0.8 
（年率3.1） 
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（年率▲0.6） 


▲0.9 
（年率▲3.6） 
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実質ＧＤＰ成長率 
（季節調整値、前期比、％） 


四半期の実質ＧＤＰ実額 
（季節調整値、兆円） 


2012年度 
実績 


2013年度 2014年度 


ＥＳＰフォーキャスト 


1.2％ 2.8％ 0.6％ 







７ 


今後の経済動向（日本銀行、国際機関の見通し） 


（備考） 
１．日本銀行「経済・物価情勢の展望（展望レポート）中間評価」（平成25年７月11日公表）。政策委員見通しの中央値。 
２．（ ）内の数字は消費税率引上げの影響を除いた場合。 
 


（備考） 
１．ＩＭＦの実質ＧＤＰ成長率は今回の「World Economic Outlook UPDATE」、消費者物価上昇率は「World Economic Outlook UPDATE」において公表されていないため 
 「World Economic Outlook」（4月16日）時点の値。ＯＥＣＤは「Economic Outlook 93」。 
２．平成26（2014）暦年は消費税率引上げの影響を含む。なお、消費税率引上げの影響を除いた消費者物価上昇率については、ＩＭＦ は、対日4条協議ミッション 
 「コンクルーディング・ステートメント」（5月31日公表）において1.3％としている。 
３．ＩＭＦ、ＯＥＣＤは暦年ベースであり、年度ベースの見通しと単純に比較することはできない。 


（％）


平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度
(2012年度）実績 （2013年度） （2014年度） （2015年度）


実質ＧＤＰ成長率 1.2 2.8 1.3 1.5


消費者物価上昇率 3.3 2.6


（生鮮除く総合） （1.3） （1.9）


日本銀行
（７月11日）


▲0.2 0.6


（％）


平成24暦年 平成25暦年 平成26暦年
（2012年）実績 （2013年） （2014年）


消費者物価上昇率
（総合）


0.0 0.1 3.0


実質ＧＤＰ成長率 1.9 1.6 1.4


消費者物価上昇率
（総合）


0.0 ▲0.1 1.8


1.2
ＩＭＦ


（25年７月９日)


ＯＥＣＤ
（25年５月29日）


実質ＧＤＰ成長率 1.9 2.0
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予算の全体像について 


平成 25年 7 月 30日 


伊藤 元重 


小林 喜光 


佐々木 則夫 


高 橋  進 


 


経済財政諮問会議がとりまとめる「予算の全体像」は、現時点の経済財政状況を


踏まえ、今後のマクロ政策運営の留意点や骨太方針で掲げられた財政健全化目標


の達成に向けた国・地方の具体的取組みを明らかにするものでなければならない。


概算要求基準の設定や中期財政計画、地方財政計画の策定も、「予算の全体像」を


踏まえて、立案されるべきである。 


 


１． 経済財政の現状、今後の政策運営の留意点 


 


（１）経済財政の現状 


  景気は、「三本の矢」への一体的取組を通じて着実に持ち直しており、世界経


済の緩やかな回復が期待される中で、平成 25年度は、民需主導の景気回復が


進むと見込まれる。物価上昇率も今後上昇していくと見込まれる。 


  平成 25年度の国・地方のプライマリーバランス（以下、PB。）の赤字は対 GDP


比７％程度と見込まれる。平成27年度までのPB赤字半減の達成に向けて必要


な収支改善額は、国・地方合わせて、今後 2年間で対ＧＤＰ比３3/4％程度であ


る。なお、アベノミクス効果等により、平成 24年度の国税収入は見込みよりも1.3


兆円増加した。 


 


（２）今後の政策運営の留意点 


  平成 26年度は、今春の緊急経済対策の経済押上げ効果が剥落していく中、日


本再興戦略の効果を最大限に引き出し、民需主導の経済へとバトンタッチを円


滑に進めていく必要がある。 


  デフレからの早期脱却と経済再生を実現するとともに、社会保障と財政の持続


可能性を実現するため、今後の経済財政運営上のリスクをしっかりと点検した


上で、社会保障・税一体改革を着実に実施することが重要である。 


  消費税率の引き上げについては、本年秋に経済情勢を総合的に勘案して判断


が行われるが、消費税率の引き上げに当たっては、デフレ脱却との両立の観点


から、最善の環境整備を行うべく、以下の点を考慮した施策を実施すべきであ


る。 


①住宅取得や耐久財消費の駆け込み・反動への対応（需要変動の平準化） 


資料３ 
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②引き上げ実施に伴う一時的、大幅な民需の落ち込みが生じた場合への対応


（需要不足対応） 


③他の負担増・給付減も含めた家計、とりわけ低所得層への配慮、中小企業の


転嫁対策（弱者対策） 


④アベノミクス効果による税収増を家計や企業に還元することによる好循環の形


成と、増税を跳ね返す強い民需の創造に向けた対応（成長力強化） 


⑤財政支出の効率化・重点化による民需波及効果の引き上げ（財政の質の改


善） 


⑥海外経済の急激な悪化等、大幅な環境変化への対応（緊急時対応） 


  平成 27年度のPB赤字の半減の達成に向けては、安定政権の下、骨太な取組


みを進め、経済成長による税収増の拡大、社会保障を含む徹底した財政の効


率化を行うとともに、一体改革を実現する必要がある。 


 


２． 財政健全化の具体像 


（１） 国・地方合わせた収支改善努力の目安 


【平成 27年度（2015年度）まで】 


  ＰＢ赤字半減に必要な収支改善を実現する。このためには、成長による自然増収


を考慮するとしても、消費税引上げの実現や国・地方を通じた歳出抑制が必要であ


る。 


 


【平成 28年度(2016年度)以降、32年度（2020年度）まで】  


平成 28年度以降についても、ＰＢ黒字化に向けて必要となる収支差（半減後の残


りのＧＤＰ比 3.3％、平成 25年度（2013年度）ベースでは 17兆円程度）の改善のた


め、歳出面、歳入両面から、年平均 0.7％(同上)程度の着実な収支改善努力が必要


である。成長による自然増収も期待されるが、それは、目標達成の早期化等に結び


つけることが適切である。 


 


（２）収支改善に向けた仕組みの構築  


【平成 27年度まで】 


  大胆なスクラップアンドビルドを行う中で、義務的経費、裁量的経費含め全体と


して歳出規模を抑制する中、 「骨太方針」及び「日本再興戦略」を踏まえ、例え


ば、総合科学技術会議の司令塔機能の強化、日本版 NIHの創設等、民間需要


や民間のイノベーションの誘発効果が高いもの、緊急性の高いもの、規制改革


と一体として講じるものに予算を集中し、民需誘発効果を最大化すべき。このた


め、概算要求において、既定の経費については厳しいシーリングを設定するとと


もに、上記のような優先度の高い施策については大胆な資源配分ができるよう


工夫すべき。 
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  税制改正においては、社会保障・税一体改革の実行、アベノミクス効果による


税収増の還元、経済成長の促進（設備投資減税等）、需要の平準化対応等を重


視すべき。 


 


【平成 28年度(2016年度)以降、平成 32年度（2020年度）まで】  


  平成 28年度以降も、歳出面では社会保障を含めた歳出の伸びを名目経済成


長率以下に抑制すること、歳入面では成長に伴う自然増収の拡大を含めた増


収努力が不可欠。 


  このため、給付と負担の抜本的な見直しによる社会保障の効率化、国と地方・


官と民との役割分担の見直し、各種の中長期計画等への財政制約の自動的な


組入れ等を織り込んでいくべき。 


  景気後退などにより収支改善が遅れる場合には後年度に健全化を加速させる


仕組みなど、財政健全化を確実に達成するための枠組みを検討すべき。その場


合には景気との関係には留意する。 


 


【財政の質の重視】 


以下を踏まえ、「質」を重視した財政の仕組みを構築すべき。 


  実効ある PDCAサイクルの実行、より効果的な仕組みの検討を通じて、トップダ


ウン型の PDCA、執行主体・責任権限の明確化等を図るべき。 


  予算編成過程で、5年を経過した施策、経済成長局面ではかえって逆効果にな


る政策・事業（雇用調整助成金など）について、政策効果を徹底検証し、大胆に


縮小・廃止すべき。 


  特別会計、独立行政法人、定員についても、効率的・効果的な行政改革を推進


する観点から、業務の見直しや重点化を図るべき。また、防衛調達をはじめとす


る政府調達について、規格の共通化等の省庁・部局横断的な見直しを徹底すべ


き。 


  頑張るものが報われるよう、社会保障、地方財政、教育等の分野で、制度・政


策・税制等を見直し、その状況を諮問会議でフォローアップすべき。 


 


【中期財政計画】 


  中期財政計画においては、平成 27年度（2015年度）までのＰＢ半減目標の実


現に向けて、各年度の一般会計ベースの収支改善幅の目安、地方財政での対


応等を明確化すべき。また、半年に一度、進捗状況を検証すべき。 


  平成28年度（2016年度）以降の財政健全化に向けた収支改善努力については、


平成 27年度予算において、社会保障・税一体改革の見通しが明らかになった


上で、具体化すべき。 


  中長期試算においては、今後 10年程度の先までの経済財政を展望できるよう
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にし、平成33年度（2021年度）以降の目標である国・地方の債務残高対ＧＤＰ比


の動向が分かるようにすべき。また、今後、国の一般会計について、歳出を社


会保障、公共投資、その他の経費の 3分野に分け、それぞれ、効率化の進捗状


況を検証できるように検討すべき。 


 


３．26年度予算の骨格 


 


（１）26年度予算の考え方 


  平成 26年度予算は、「骨太方針」で定めたデフレの早期脱却と財政健全化目


標に向けた第一歩。成長戦略を推進する等によりデフレの脱却の道筋を確固


たるものとするとともに、社会保障も非社会保障も聖域とせず、国も地方も歩調


を合わせて大胆に見直しを行い、財政健全化目標と整合的な予算とすべき。 


  財政健全化目標と整合性を有するよう、秋の諮問会議で、各分野の歳出の重


点化・効率化を議論し、経済や税収の動向を見極めた上で、予算編成の基本方


針をとりまとめるべき 


  各府省の予算要求に際して、定量的な成果目標とその達成に向けた指標、関


連する政策を示して要求することを原則とすべき。既存の施策を継続する場合


にも、5年以上を経過しているものについては、縮小・廃止を原則とすべき。 


 


（２）主要歳出項目についての取組 


「骨太方針」における基本的な考え方を踏まえつつ、以下について重点的に取り


組むべき。 


【社会保障】 


社会保障制度改革国民会議での議論を踏まえ、時間軸を踏まえた社会保障制


度改革の更なる具体化に向け検討を進める。そのため、改革メニューと制度改正


の流れを早急に整理する。 


  後発医薬品の薬価の見直しと使用促進、重複・頻回受診の是正を始めとする


医療費適正化や医療・介護情報についての統合的な全国レベルのシステム化


と活用を推進する。また、70～74歳の医療費自己負担2割への引上げについて


は、新たに 70歳に到達した人から順次進める 


  中期的には、名目経済成長率を上回る社会保障給付の拡大は国民負担の増


大又は非社会保障の歳出削減なくして実現できない。給付と負担の在り方、社


会保障に過度に依存しない仕組み、子ども・子育て支援や全員参加型社会の


構築など社会保障の担い手の増加に向けた検討を通じて、抜本的な重点化・効


率化を進める。平成 28年度（2016年度）以降の本格実施に向けて、工程表を今


年度中に作る。 
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【社会資本整備】 


  財政制約や人口構造等の変化といった課題に直面する 21世紀型の社会資本


整備に向けた新たな基本方針の策定に向け、諮問会議でも積極的に議論をす


る。特に、選択と集中の在り方、社会資本の老朽化対策、官と民・ハードとソフト


の役割分担について検討を深める。 


 


【地方財政】 


  リーマンショック後の危機対応モードから平時モードへ切替えていくべき。この


ため、特別枠の見直しを含めて国の取組と歩調を合わせた歳出抑制を図るなど、


歳入・歳出両面の改革に取り組むとともに、地方の安定的な財政運営に必要な


一般財源の総額を確保する。 


  地方自らが地域活性化と経営改革に取り組む観点から、地方交付税において


行革や地域活性化に取り組む頑張る地方を支援するための算定の仕組みを取


り入れる。 


 地方分権を推進しつつ、人口構造の変化等に適合した地方行財政制度を構築


する。 
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平成 25年 7月 3日


財 務 省


（単位：億円、億円未満切捨）


税 収 13,244 不 用 18,562


法人税 7,663 国債費 5,346


所得税 3,914 等 予備費 2,368


税 外 収 入 5,370 その他 10,848


日本銀行納付金 2,720 等


公 債 金 ▲ 20,000


特例公債 ▲20,000 等


計 ▲ 1,385 計 18,562


合　　計 (Ａ)


地方交付税交付金等財源増 4,229       (Ｂ)


差引（Ａ-Ｂ） 12,946  


　


（復興分）


・23年度1・2次補正分（税外収入 666、不用 3,278） 3,945     (Ｃ)


・23年度3次補正、24年度分（税外収入 201、不用 7,110） 7,311     (Ｄ)


復興分（Ｃ＋Ｄ）＝ 11,257    


　（注1）財政法第6条の純剰余金（Ａ－Ｂ＋Ｃ）は、16,892億円となる。


　（注2）復興分は、今後平成26年度までに東日本大震災復興特別会計に繰り入れる予定である。


　（注3）計数は、現段階における見込みであるので、異同を生ずることがある。


    


報　道　発　表


17,176


平成２４年度決算概要（見込み）


〔歳　　　入〕 〔歳　　　出〕







23 年 度 24 年 度 25 年 度


(a) (b) (c) (c-b) (c-a)


（億円） （億円） （億円） （億円） （億円） （億円）


428,326 426,070 439,314 ＋13,244 ＋10,988 430,960


134,762 136,010 139,925 ＋3,915 ＋5,163 138,980


93,514 89,920 97,583 ＋7,663 ＋4,069 87,140


24年度決算（概数）


決 算 額
補 正 後
予 算 額


対 補 正
増 減


対23決算
増　　　減


予 算 額


一般会計分計


所　得　税


法　人　税


平 成 2 4 年 度 決 算 に つ い て


○平成24年度一般会計税収の決算額は、43.9兆円であり、法人税及び所得税を中心として補正後予算額を＋1.3兆円


上回った。


○法人税は、企業収益が見込みよりも改善したこと等を背景として、補正後予算額を＋0.8兆円上回り、9.8兆円となった。


○所得税は、配当所得の増加等を背景として、補正後予算額を＋0.4兆円上回り、14.0兆円となった。


○但し、この＋1.3兆円のうち、日本銀行納税分等、24年度限りの事情に基づく一時的な増加であるため、25年度税


収の見積りを押し上げる要因（土台増）とならない部分が数千億円程度あることに留意が必要。
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